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  令和７年３月31日 

                                         岩手県知事 達 増 拓 也  

岩手県規則第47号 

   職業能力開発校条例施行規則の一部を改正する規則 

 職業能力開発校条例施行規則（昭和44年岩手県規則第71号）の一部を次のように改正する。 

 改正前 改正後 

１ （大規模災害等による授業料等の免除） （大規模災害等による授業料等の免除） 

 第18条の２ 条例第12条第１項第１号の規則で定めるものは

、平成23年東北地方太平洋沖地震及び津波とする。 

第18条の２ 条例第12条第１項第１号の規則で定めるものは

、次に掲げる災害とする。 

  (１) 平成23年東北地方太平洋沖地震及び津波 

  (２) 令和７年２月26日に発生した強風による災害 

 ２～４ ［略］ ２～４ ［略］ 

２ （訓練課程等） （訓練課程等） 

 第２条 ［略］ 第２条 ［略］ 

  （在校期間） 

  第２条の２ 学生（短期課程の訓練科の学生を除く。第７条

の２及び第７条の３において同じ。）は、別表の訓練期間

の欄に掲げる期間の２倍の期間を超えて在校することはで

きない。 

 （休業日） （休業日） 

 第４条 次に掲げる日には、職業訓練（以下「訓練」という

。）を行わない。ただし、職業能力開発校の長（以下「校

長」という。）が特に必要があると認める場合は、知事の

承認を得て訓練を行うことができる。 

第４条 次に掲げる日には、職業訓練を行わない。ただし、

職業能力開発校の長（以下「校長」という。）が特に必要

があると認める場合は、知事の承認を得て職業訓練を行う

ことができる。 

 (１)・(２) ［略］ (１)・(２) ［略］ 

 （誓約書の提出） （誓約書の提出） 

 第７条 ［略］ 第７条 ［略］ 

  （休学） 

  第７条の２ 学生は、病気その他の理由により休学しようと

するときは、保証人が連署した別に定める様式による休学

願を校長に提出し、その承認を受けなければならない。 

  ２ 休学の期間は、２月以上１年以内とする。ただし、校長

が必要と認めるときは、１年以内においてその期間を延長

することができる。 

  ３ 休学の期間は、第２条の２に規定する在校期間に算入し

ない。 

  （復学） 

  第７条の３ 休学中の学生は、休学の理由がなくなったこと

により復学しようとするときは、保証人が連署した別に定

める様式による復学願を校長に提出し、その承認を受けな



ければならない。 

 （除籍） （除籍） 

 第９条 校長は、次の各号のいずれかに該当する学生を除籍

することができる。 

第９条 校長は、次の各号のいずれかに該当する学生を除籍

することができる。 

  (１) 第２条の２に定める在校期間を超えた者 

  (２) 第７条の２第２項に定める休学の期間を超えてなお

復学できない者 

 (１) ［略］ (３) ［略］ 

 (２) ［略］ (４) ［略］ 

  （懲戒処分）  （懲戒処分） 

 第11条 ［略］ 第11条 ［略］ 

  （進級等の条件） 

  第11条の２ 校長は、成績が不良な学生について、進級又は

修了をさせないことができる。 

 （授業料及び入校料の免除） （授業料及び入校料の免除） 

 第17条 ［略］ 第17条 ［略］ 

 ２ 条例第11条の規則で定める特別の理由は、死亡又は行方

不明により除籍された場合とする。 

２ 条例第11条の規則で定める特別の理由は、次に掲げると

おりとする。 

  (１) 休学 

  (２) 死亡又は行方不明により除籍された場合 

 （免除の額） （免除の額） 

 第18条 条例第11条の規定に基づき免除する授業料の額は、

原則として第１期分、第２期分又は第３期分の授業料につ

いてその全額、３分の２又は３分の１とする。ただし、前

条第２項の規定に該当するときは、授業料の年額の12分の

１に相当する額に除籍された日の属する月の翌月（除籍さ

れた日が月の初日の場合は、当該月）から第１期、第２期

又は第３期が終了する日の属する月までの月数を乗じて得

た額とする。 

第18条 条例第11条の規定に基づき免除する授業料の額は、

原則として第１期分、第２期分又は第３期分の授業料につ

いてその全額、３分の２又は３分の１とする。ただし、前

条第２項各号のいずれかに該当するときは、授業料の年額

の12分の１に相当する額に休学の開始日又は除籍された日

の属する月の翌月（休学の開始日又は除籍された日が月の

初日の場合は、当該月）から、休学にあっては復学した日

の属する月の前月まで、除籍された場合にあっては第１期

、第２期又は第３期が終了する日の属する月までの月数を

乗じて得た額とする。 

 ２ ［略］ ２ ［略］ 

 （免除の決定及び通知） （免除の決定及び通知） 

 第20条 ［略］ 第20条 ［略］ 

 ２ 校長は、第17条第２項の規定に該当する者があるときは

、免除する授業料の額を決定し、当該者の学資を主として

負担している者に通知するものとする。 

２ 校長は、第17条第２項各号のいずれかに該当する者のあ

るときは、免除する授業料の額を決定し、当該者の学資を

主として負担している者に通知するものとする。 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

   附 則 

１ この規則は、公布の日から施行する。ただし、表２の項の改正部分は、令和７年４月１日から施行する。 

２ この規則（表１の項の改正部分に限る。）による改正後の職業能力開発校条例施行規則の規定は、令和７年度の第１期分以後



の授業料又は令和７年２月以後の月分の寄宿舎料について適用する。 
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